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税務訴訟資料 第２７１号－１０７（順号１３６０９） 

大阪高等裁判所 令和●●年（○○）第●●号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求控訴

事件 

国側当事者・国（南税務署長事務承継者浪速税務署長） 

令和３年９月２９日認容・確定 

（第一審・大阪地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、令和元年１２月１３日判決、本資料２

６９号－１３５・順号１３３５８） 

判    決 

控訴人         株式会社Ｅ 

同代表者代表取締役   乙 

同訴訟代理人弁護士   真鍋 亮平 

同           日隈 将人 

同補佐人税理士     都築 巌 

同           大浅田 豊 

同           村井 香苗 

被控訴人        国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

処分行政庁      南税務署長事務承継者浪速税務署長 

            雲田 泰弘 

指定代理人       大門 宏一郎 

同           石田 隆邦 

同           小泉 雄寛 

同           山口 雅之 

同           岡本 和宏 

同           長西 研太 

同           無量井 嘉治 

主    文 

１ 原判決を取り消す。 

２ 南税務署長が平成２９年５月３０日付けで控訴人に対してした平成２３年４月１日から平成２

４年３月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分（ただし、平成２９年５月３０日付け更正処分により減額された後のもの）

のうち、納付すべき消費税額４６０３万５４００円及び納付すべき地方消費税額１１５０万８８

００円を超える部分を取り消す。 

３ 南税務署長が平成２９年５月３０日付けで控訴人に対してした平成２４年４月１日から平成２

５年３月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分（ただし、平成２９年５月３０日付け更正処分により減額された後のもの）

のうち、納付すべき消費税額４４３５万７４００円及び納付すべき地方消費税額１１０８万９３
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００円を超える部分を取り消す。 

４ 南税務署長が平成２９年５月３０日付けで控訴人に対してした平成２５年４月１日から平成２

６年３月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分（ただし、平成２９年５月３０付け更正処分により減額された後のもの）の

うち、還付消費税額１２７６万９００９円を下回る部分及び還付地方消費税額３１９万２２５２

円を下回る部分を取り消す。 

５ 南税務署長が平成２９年５月３０日付けで控訴人に対してした平成２６年４月１日から平成２

７年３月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分（ただし、平成２９年５月３０日付け更正処分により減額された後のもの）

のうち、納付すべき消費税額９９６４万１３００円及び納付すべき地方消費税額２６８７万１４

００円を超える部分を取り消す。 

６ 南税務署長が平成２９年５月３０日付けで控訴人に対してした平成２７年４月１日から平成２

８年３月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税の更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分（ただし、平成２９年５月３０日付け更正処分により減額された後のもの）

のうち、納付すべき消費税額１億０８５９万１４００円及び納付すべき地方消費税額２９３０万

２８００円を超える部分を取り消す。 

７ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

主文同旨 

第２ 事案の骨子 

１ 事案の概要 

本件は、控訴人が、関西エリアを中心とする交通系ＩＣカードである「Ｆ」（以下「Ｆ」と

いう。）発行し、その利用契約（以下「Ｆ利用契約」という。）を締結した会員（以下「Ｆ会

員」という。）に対し、（ａ）鉄道等の旅客運賃等及び商品購入代金等を決済するサービスや、

商品購入代金等の決済手段としてＦを利用した場合に利用金額に応じて企業ポイントである

「Ｇ」（以下「本件ポイント」という。）を付与するサービスを提供するほか、（ｂ）Ｆ会員

が控訴人と提携する法人（原判決別紙２提携契約一覧表の「提携法人」欄記載の各法人。以下

「提携法人」という。）の企業ポイントプログラム会員でもある場合（以下、当該会員を「双

方会員」という。）に、提携法人が付与する企業ポイント（原判決別紙２の「提携ポイント」

欄記載の各企業ポイント。以下「提携ポイント」という。）と本件ポイントとを交換するなど

のサービスを提供し、Ｆ会員が、本件ポイントについて、累積したポイント数に応じて決済代

金から割引を受ける等の利益を享受することができることになっているところ、控訴人は、平

成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの課税期間（以下「平成２４年３月課税期間」

といい、他の課税期間についても同様に表記する。）、平成２５年３月課税期間、平成２６年

３月課税期間、平成２７年３月課税期間及び平成２８年３月課税期間（以下、併せて「本件各

課税期間」という。）の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）について、提携

ポイントを本件ポイントに交換（以下「ポイント交換」という。）した後に当該提携ポイント

を付与した提携法人が控訴人に対して支払った金員（以下「本件金員」という。）を消費税の
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課税標準である課税資産の譲渡等の対価の額に算入した上で確定申告をしたが、後にこれを改

め、本件金員が消費税の課税標準である課税資産の譲渡等の対価の額に算入されないなどとし

て、本件各課税期間の消費税等について、国税通則法２３条１項１号（平成２６年３月課税期

間については３号）に基づき、更正の請求（以下「本件各更正の請求」という。）をしたのに

対し、更正をすべき理由がない旨の各通知処分を受けたため、本件金員が消費税の課税標準で

ある課税資産の譲渡等の対価の額に算入されないと主張して、前記各通知処分（ただし、それ

ぞれ平成２９年５月３０日付け更正処分により減額された後のもの。以下「本件各通知処分」

という。）のうち、前記第１のとおりその各一部の取消しを求める事案である。 

原審が控訴人の請求をいずれも棄却したため、控訴人が控訴した。 

２ 法令の定め、前提事実、争点及びこれに関する当事者の主張は、次のとおり付加訂正し、後

記３で「当審における控訴人の補充主張」を、後記４で「当審における控訴人の補充主張に対

する被控訴人の反論」を付加するほかは、原判決「事実及び理由」中第２の２ないし４記載の

とおりであるから、これを引用する。 

（１）原判決６頁１３行目の「所定のエリア外の駅相互間における利用による場合に限られる。」

を「所定のエリア内の駅相互間における利用による場合以外に限られる。」に改める。 

（２）原判決１０頁１６行目の末尾に「すなわち、本件ポイントの付与は、控訴人の本件ポイン

トサービスを提携法人の顧客（ポイント会員）においても利用可能なものとし、提携法人の

販売促進等を図るために行われる控訴人の提携法人に対する役務の提供である。」を加える。 

（３）原判決１１頁９行目の末尾に改行の上次のとおり加える。 

「 企業ポイントの交換により新たに交換先企業の企業ポイントが付与されると、その分だけ

交換先企業の企業ポイントの償還のために交換先企業の経済的負担が増加することになるが、

企業ポイントの交換が交換元企業にとっては企業ポイントの償還手段の一つであることから、

その経済的負担は交換元企業が負い、交換先企業が当該経済的負担を負わないことが交換企

業間で当然に予定されているのであり、交換先企業が収受する金員は、企業ポイントの交換

において当然に発生する経済的負担を交換先企業に負わせないために交換元企業から交付さ

れるものであって、交換先企業において新たに付与される企業ポイントの償還に係る実費に

充当されることが予定されている、使途の限定された金員であり、償還によって会員に還元

される利益との交換に充てられるもので、企業ポイントの交換による交換先企業の企業ポイ

ントの付与という役務そのものと交換される経済的利益ではない。」 

３ 当審における控訴人の補充主張 

（１）消費税の趣旨、課税標準 

ア 消費税の趣旨 

消費税は、物品やサービスの消費に担税力を認めて課税される租税であるが、消費それ

自体ではなく、消費するという行動に担税力が潜んでいると考えて負担を求めるものであ

る。 

イ 消費税の課税標準 

課税標準とは、税額を算出するために課税物件を金額・価額・数量等で表すもので、課

税物件に係る担税力を把握し、そこから徴収すべき具体的な税額を算出するために用いら

れるものである。 

消費税においては、その課税標準は物品やサービスの消費の結果得られる売上高（やそ
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こから算出される付加価値）とされている。消費税において売上高が課税標準とされるの

は、物品の譲渡等やサービスの提供の見返りとして得る経済的利益である売上高が物品や

サービスの消費という課税物件の価値を直接に示すものであり、消費行為に潜む担税力が

端的に表象されているからにほかならない。したがって、消費税の課税標準は、それが消

費行為に潜む担税力を表象し、消費の価値を直接に示すものでなければならない。消費税

法２８条１項が「課税資産の譲渡等の対価の額」を課税標準としているのは、そのような

趣旨からである。 

（２）消費税法の「対価」の意味 

ア 課税標準として機能する概念であること 

我が国の消費税法は、広く薄く課税する趣旨を実現するために、各事業が国民経済に新

たに付加した価値を課税標準とする付加価値税の類型を採用している。消費税法は、「対

価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」（２条１項８号）を課税物件

とし、対価性の有無を課税・不課税の分水嶺としているが、それは、対価がなければ課税

標準、すなわち、消費が生み出す付加価値が観念できず、ひいては当該消費に係る担税力

が把握できない、あるいは当該消費行為に担税力を認めることができないからである。 

このように対価は消費税の課税標準であるから、対価とは、当該消費行為に潜む担税力

が表象されるもの、つまり、その価額が消費の価値を直接に示すものとして、資産の譲渡

や役務提供等と具体的かつ直線的に結びついているものでなければならない。逆に、資産

の譲渡や役務提供等に際して金員が支出されたとしても、その金員にこのような結び付き

が認められない場合、その支出は消費行為に潜む担税力を表象しているとはいえず、消費

税の課税標準として機能しないため、消費税法の予定する対価にはなり得ない。「対価」

に求められる関係は、単なる条件関係では足りず、消費税の課税標準として、その金員が

消費そのものと直接結びつき、消費の価値を直に示しているといえる関連性が必要とされ

る。 

また、我が国の消費税法は、国民経済に生じる付加価値を課税標準とする付加価値税で

あるから、その課税標準は新たに生じる付加価値を表象するものでなければならない。そ

のため、課税標準である対価は、消費に際して支出される金員のうち、その消費により国

民経済に新たに生み出される付加価値を示しているものでなければならない。したがって、

ある金員が一定の資産の譲渡や役務提供と条件関係をもって拠出されるものであっても、

それがその価値を示すものでない場合、つまり、それが消費と具体的かつ直接的に結び付

いていない場合は、それは消費による付加価値を表象するものではないから、その額は付

加価値税の課税標準とはなり得ない。 

以上のとおり、消費税という租税の本質及び我が国の消費税法の仕組みからすれば、同

法の対価とは、条件関係では足りず、当該消費行為に潜む担税力が表象される（つまり、

その価額が消費の価値を直接に示す）ものとして、資産の譲渡や役務提供等と具体的かつ

直接的に結び付いているものでなければならないと解すべきである。 

イ 有償行為ない有償取引のみを課税対象とすること 

消費税が取引・行為に関する経済的利益の移転のうちで対価性を有するものに課税対象

を限定したのは、消費税が消費そのものではなく、消費支出に担税力を求めて課税される

ものであるからである。すなわち、消費税は、資産の譲渡等に対して代金（金額に限られ
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ない。）を得るという関係（対価）を通じて事業者間で税負担が転嫁されていき、最終的

に消費者に転嫁されるという構造であるがゆえに、収受される経済的利益に「対価性」が

必要とされているのであり、代金を得ない、すなわち対価を伴わない無償行為ないし無償

取引は、担税力の源泉である消費支出が存在しないし、徴税技術として代金に上乗せして

消費者に転嫁することもできないから、課税対象となり得ないのである。したがって、上

記の論理的帰結として、対価性は、有償行為ないし有償取引のみを課税対象とすることを

端的に表した課税要件だということになる。消費税法基本通達５－１－２も、「法第２条

第１項第８号《資産の譲渡等の意義》に規定する「対価を得て行われる資産の譲渡及び貸

付け並びに役務の提供」とは、資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供に対して反対給付

を受けることをいうから、無償による資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供は、資産の

譲渡等に該当しないことに留意する。」と規定しており、また、国税庁タックスアンサー

Ｎｏ．６１１７も「『資産の譲渡等』とは、事業として有償で行われる資産の譲渡、資産

の貸付け及び役務の提供をいいます。」としている。 

なお、消費税法２条１項８号かっこ書きには、「対価を得て行われる・・・役務の提供

類する行為」等も「対価を得て行われる・・・役務の提供」等の概念に該当する行為であ

るとされ、同法施行令２条１項各号に具体的に定められているが、これは、私法上の無償

契約は消費税法上「対価を得て行われる」の範疇に入らず、ただ経済的に同様の実質を備

えている点に着目して、対価を得て行われるものに「類する行為」として創設的に規定し

たものである。 

ウ 高裁判決について 

被控訴人は、大阪高等裁判所平成●●年（○○）第●●号同２４年３月１６日判決（乙

９。以下「大阪高裁平成２４年判決」という。）及び東京高等裁判所平成●●（○○）第

●●号同２６年６月２５日判決（乙１４。以下「東京高裁平成２６年判決」という。）を

引用し、対価性の有無は、当該役務の提供がなければ当該経済的利益は収受されなかった

であろうという条件関係の有無によって判断する必要があり、かつ、それで足りる旨主張

する。 

しかし、大阪高裁平成２４年判決は、対価に該当するためには、役務提供と経済的利益

の間に対応関係が必要であるとしているが、当該役務提供がなければ当該経済的利益は収

受されなかったであろうという条件関係があることで足りるとはしておらず、消費税の負

担の「転嫁が可能なほどに個別具体的な役務の提供と結びついている場合には、法は消費

税の課税対象する趣旨であると考えられる」としており、消費税の課税対象となるには、

あれなければこれなしという条件関係では足りず、役務提供と経済的利益の間の個別具体

的な結び付きが必要であると判示している。 

（３）本件金員について 

ア 本件金員は経済的負担の精算であり、ポイント付与の代金ではないこと 

企業ポイントの交換では、交換先ポイントが新たに付与される結果、その分だけ交換先

企業にポイント還元のための負担が生じることになるが、この経済的負担は交換元企業が

負担することが取引の仕組み上当然の前提とされており、この経済的負担を精算するため

に金銭が授受されるのであって、それはポイント付与の対価ではない。企業ポイントの交

換契約は、精算金をもってポイント付与というサービスを購入するものではなく、精算金
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は、ポイントの付与という役務提供とは離れた、当事者の公平のために経済的負担を調整

するためのものであり、ポイント付与の代金ではない。本件金員の額の算定は、ポイント

交換により新たに付与される本件ポイントの還元によって控訴人に生じる経済的負担の額

を唯一の基準として行われることから明らかなように、本件金員はポイント交換による控

訴人の経済的負担の精算のために交付される金員であって、それ以外の役務の提供の代金

ないし代償という性質は持っていない。 

イ 本件金員が委任事務処理の費用の性質を有すること 

本件各提携契約において、控訴人は各提携法人に対して対象となる双方会員にポイント

を付与するという事務（役務）を提供しているのであり、本件各提携契約は準委任契約と

しての性質を有する。 

企業ポイントの交換では、交換元企業が交換先企業に対し、交換先ポイントの付与とい

う事務を委託し、交換先企業は有償（委託料や手数料という報酬を受領するのが有償の典

型）あるいは無償（精算金のみの授受）で交換先ポイントを付与すると同時に、有償・無

償いずれのケースであっても、交換先企業は新たに付与された交換先企業ポイントの還元

に係る経済的負担を解消するための金銭（精算金）を委託者たる交換元企業から受領する。

したがって、この精算金は、ポイント付与という委託事務の報酬ではなく、ポイント付与

という委託事務に関する事務処理費用たる性質を有する金員である。本件金員も、本件各

提携契約の当事者である控訴人及び提携法人は、ポイント交換で付与されるポイントの還

元の原資に充当し、ポイント交換における経済的負担を精算する精算金の趣旨・目的で本

件金員を授受している。控訴人は、本件各提携契約に基づいて手数料等の報酬を一切受領

していないから、本件各提携契約に基づく控訴人の提携法人に対する役務提供（ポイント

交換に基づくポイント付与）は無償取引である。 

なお、本件ポイントには有効期限があり、結果的に本件ポイント還元が行われない場合

があり、本件ポイント還元が行われなかった部分の返還が本件各提携契約上明確に合意さ

れていないが、そうであるからといって委任事務処理費用として授受したものが、授受時

点にさかのぼって委任事務処理の報酬（反対給付）に変容するというわけではないのであ

るから、本件金員が事務処理の対価であることを基礎付ける理由にはならない。 

ウ 本件金員は課税標準たり得ないこと 

別紙「本件ポイントの付与をめぐる一連の取引の概要」（以下「別紙取引の概要」とい

う。）記載の④の取引（以下、別紙取引の概要記載のとおり、各行為を①、②などと表示

し、各行為者をＡ、Ｂなどと表示する。）のように、約定に基づいてポイント付与（③）

に際して加盟店Ａから運営会社Ｂに支払われる金員が、将来的なポイント使用の原資とし

て拠出されるものである場合、すなわち、ポイント付与に応じたポイント原資の拠出であ

る場合、当該金員は、Ｂが展開するポイント制度において、将来ポイントが使用された際

にポイント制度全体に生じる経済的な負担に備えた拠出金であって、ＡがＢから提供を受

ける販促役務たる共通ポイント制度の価値を何ら表象していない。そのため、この拠出金

は、当該役務の価額としての課税標準たり得ず、対価とならないのである。 

本件金員（⑧）についても、将来本件ポイントが使用された場合（⑨）のポイント還元

（⑬）の原資として提携法人が拠出する負担金であることは明らかであるから、控訴人が

提携法人に本件各提携契約に基づき何らかの役務を提供しているとしても、負担金である
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本件金員は、控訴人が提供するどの役務についての価値を示すものではない。④の取引と

の違いは、⑬の負担を運営会社である控訴人が負うか、交換元である提携法人が負うかと

いう点にあるに過ぎない。 

エ ポイントの無償性と矛盾すること 

利用者が事業者から商品やサービスの提供を受ける際に付与されるポイントは、対価を

得て会員に付与されるものではなく無償であると解されている。何人も対価を支払うこと

によって本件ポイントの付与を受けること（本件ポイントを金銭で購入すること）はでき

ない。 

しかし、本件金員を控訴人の提携法人に対する役務の提供の対価であるとすると、提携

法人が控訴人に対価を支払って本件ポイントを付与すること、すなわち有償で本件ポイン

トを取得することを認めることになってしまうのであって、上記のとおり、本件ポイント

を購入できないという本件ポイントの根本的な性質と矛盾する。 

内閣総理大臣、金融庁長官及び財務大臣の諮問機関である金融審議会の金融分科会第二

部会が作成した平成２１年１月１４日付け「決済に関するワーキング・グループ報告」に

おいても、企業ポイントの交換については、景品・おまけであるポイントを利用して別の

ポイントを得るものであり、消費者から対価を得ておらず、交換によって発行されるポイ

ントについても最初のポイント同様に無償で発行されるものであり、最初のポイントと性

質が変わるものではないという意見が記載されている。 

オ 国税庁の見解と相反すること 

国税庁が公開している「共通ポイント制度を利用する事業者（加盟店Ａ）及びポイント

会員の一般的な処理例」（国税庁タックスアンサーＮｏ．６４８０（注３）参照）による

と、いわゆる共通ポイント制度において、ポイント付与に伴い加盟店がポイント運営会社

に支払うポイント付与分の金銭（ポイント相当額）は、通常、消費税が不課税であると理

解されている。すなわち、このポイント相当額の金銭支払は、ポイント運営会社によるポ

イント付与の対価ではないものとされている。 

共通ポイント制度においては、ポイント運営会社にとっては加盟店が増えるほど自社ポ

イントの利便性が向上するというメリットがあり、他方で加盟店にとっては顧客に共通ポ

イントを付与することで加盟店の利便性を拡充させ、ポイント運営会社のポイント会員を

新たに顧客として取り込めるというメリットがある。共通ポイント制度は、ポイント運営

会社と加盟店双方がこれらのメリットを享受することを目的として運営される契約関係で

ある。このような理解から、加盟店からポイント運営会社に対して支払われるポイント付

与分の金銭は、あくまでもポイント還元の原資として加盟店からポイント運営会社に支払

われるものであって、ポイント付与分の役務に対する反対給付ではなく、そのため、国税

庁は、ポイント付与分の金銭の支払がポイント付与の対価ではないとして、不課税取引で

あるとの見解を公表しているのである。 

国税庁が例示する上記共通ポイント制度と本件とでは、ポイント付与の契機が異なるも

のの、控訴人は、提携法人との間で本件ポイント付与に係る本件各提携契約を締結し、提

携法人は控訴人に対して本件ポイント付与分の金銭を支払っており（本件金員）、控訴人

は提携法人に対して双方会員に控訴人の運営する本件ポイントを付与しているのであって、

国税庁が公表する上記共通ポイント制度の場合と比較しても、何ら金銭収受の趣旨及び目
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的並びに当事者間の法律関係が異なるものではない。 

したがって、国税庁の見解に照らしても、本件金員はポイント付与の対価とは認められ

ない。 

４ 当審における控訴人の補充主張に対する被控訴人の反論 

（１）対価性の有無の判断基準について 

ア 対価の意義 

消費税法には、同法２条１項８号の「対価」の意義を定めた規定はない。また、対価と

いう用語は、確固たる意味内容を定義付けられた法律学上の用語としての地位を獲得して

いるわけではない。 

そこで、消費税の性格等に照らして、消費税法２条１項８号の「対価」と意義を解釈す

る必要がある。 

イ 消費税の性格等 

消費税は、消費一般に広く薄く税負担を求めるという観点から、生産・流通過程を経て

事業者から消費者に提供される物品・サービスの流れに着目して、国内におけるほとんど

全ての物品の販売やサービスの提供等の取引及び保税地域から引き取られる外国貨物を課

税対象とすることにより、最終的に消費者に税負担を求めるものである。 

消費税法２条１項８号括弧書きには「対価を得て行われる資産の譲渡若しくは貸付け又

は役務の提供に類する行為」と定めているが、これは、同号の「対価を得て行われる資産

の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」の概念に該当しない行為をいうのではなく、「対価

を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」と性質、内容等が同様であって

同様の取り扱いをする行為を指すものである。すなわち、同号の委任を受けた同法施行令

２条１項所定の各行為は、解釈上、「対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役

務の提供」に該当するものの、当該行為が行われた結果生じる経済的利益等が「対価」に

該当するとは一見して明確とはいい難い面もあるなど、解釈上の疑義が生じるおそれがな

いとはいえないことから、「対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」

に含まれることを念のため確認的に規定し、立法的解釈を図ったものである。 

ウ 対価性の有無の判断 

対価の語義を踏まえつつ、上記のような消費税の性格や消費税法の規定ぶりに鑑みると、

「対価を得て」とは、当該役務の提供がなければ、当該経済的利益は収受されなかったで

あろうという条件関係があることが必要であり、かつ、それで足りるというべきである。 

エ 高裁判決について 

上記のような対価性の有無の判断基準は、大阪高裁平成２４年判決でも東京高裁平成２

６年判決でも是認されている。すなわち、大阪高裁平成２４年判決は、消費税の「制度趣

旨及び消費税法の規定からすれば、本来、消費税は広く薄く課税対象を設定し、最終的に

消費者への転嫁が予定されている税であるから、事業者が収受する経済的利益が、消費税

の課税要件としての「資産等の譲渡」における対価に該当するためには、事業者が行った

当該個別具体的な役務提供との間に、少なくとも対応関係がある。すなわち、当該具体的

な役務提供があることを条件として、当該経済的利益が収受されるといい得ることを必要

とするものの、それ以上の要件は法には要求されていないと考えられる」と、結論だけで

なく理由付けも被控訴人の主張と同様の判示をしている。また、東京高裁平成２６年判決
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も、「本来、消費税は広く薄く課税対象を設定し、最終的に消費者への転嫁が予定されて

いる税である。このため、事業者が収受する経済的利益が消費税の課税要件としての資産

の譲渡等における「対価」に該当するといえるためには、事業者が収受する経済的利益と

事業者が行った当該個別具体的な役務提供との間に、少なくとも対応関係があることが必

要である。換言すると、当該個別具体的な役務提供があることを条件として当該経済的利

益が収受されるといい得る対応関係があることが必要であるが、それ以上の要件は要求さ

れていないものと解するのが相当である。」と判示するとともに、「そうであるとすると、

事業者が収受する金銭等が「対価」に当たるためには、それが契約又は合意に基づくもの

であることまでは必要ではない。また、同様に、消費税法上の「対価」が双務契約関係に

基づく債権債務としての権利性を有していることを前提とするものということもできな

い。」と、結論だけでなく理由付けも被控訴人の主張と同様の判示をしている。 

オ 控訴人の主張について 

控訴人は、対価性を認めるには、条件関係では足りず、その金員が消費そのものと直接

結び付き、消費の価値を直に示しているといえる関連性が必要である旨主張する。 

しかし、上記エのとおり、対価性の有無は、役務の提供と経済的利益の収受との間に条

件関係があるか否かによって判断すべきであるし、金員が消費そのものと直接結びつき、

消費の価値を直に示しているといえるか否かの判断を、客観的かつ公平に行うことは困難

であり、これを課税の対象の限界を画する独立の基準であると解することはできない。 

したがって、上記控訴人の主張は理由がない。 

（２）本件金員の対価性について 

ア 本件金員は、本来ポイントを付与したことの対価であること 

本件金員は、本件各提携契約に基づき、控訴人が双方会員に対して本件ポイントを付与

した場合に、提携法人から控訴人に支払われるものである。そうすると、本件金員は、控

訴人が本件ポイントを付与し本件サービスの対象に組み込むことを内容とする役務の提供

があるからこそ支払われるものであって、この役務の提供と本件金員との間の関係は、正

に当該役務の提供があることを条件として、当該経済的利益が収受されたというものであ

る。したがって、本件金員は、本件ポイントサービスの対象に組み込むことの一環として

双方会員に本件ポイントを付与するという役務を控訴人が提供したことの対価である。 

イ 対価性は個別に判断すべきであること 

消費税の納税義務の成立時期に鑑みると、役務の提供等の取引が消費税の課税対象であ

るか否かの判断は、当該取引ごとに行うものである。また、我が国の消費税においては多

段階一般消費税が採用されていることに鑑みても、上記判断は、当該取引ごとに行うべき

ものである。すなわち、消費税は、事業者による商品の販売、役務の提供等の各段階にお

いて課税するものであるから、役務の提供等の取引が消費税の課税対象であるか否かにつ

いては、当該取引ごとに判断するものである。 

別紙取引の概要記載の⑧の取引は、本件各提携契約に基づく控訴人と提携法人との間の

取引で、他方、同④の取引は、加盟店Ａとポイント運営会社Ｂとの間の取引であって、両

取引は、別の契約に基づく別の当事者間の取引である。したがって、本件金員（⑧）の対

価性の判断において、④の取引が影響を与えることはない。 

ウ 控訴人の主張について 
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控訴人は、ポイント使用の原資として拠出される金員それ自体は、あくまでも将来ポイ

ントが使用された場合に備えた負担金であって、役務自体とは直接関係がないところ、本

件金員は、将来本件ポイントが使用された場合の原資として提携法人が拠出する負担金で

あって、控訴人が提供するどの役務についての価値も示すものではないから対価ではない

などと主張する 

しかし、対価性の有無は、役務の提供と経済的利益の収受との間に条件関係があるか否

かによって判断すべきである。本件金員は、本件各提携契約に基づき、控訴人が本件ポイ

ントを付与するという役務を提携法人に提供した場合に、提携法人から控訴人に支払われ

るものであるから、当該役務の提供があることを条件として、当該経済的利益が収受され

たということができる。そうすると、本件金員は、その趣旨いかんにかかわらず、本件ポ

イントサービスの対象に組み込むことの一環として双方会員に本件ポイントを付与すると

いう役務を提携法人に提供したことの対価であるといえる。 

したがって、上記控訴人の主張は理由がない。 

なお、本件金員が控訴人が受託した役務に係る事務処理費用であるとすれば、本件金員

と本件ポイント還元額に差額が生じたときは、控訴人は、これを提携法人に返還する義務

を負うことになるのであって、控訴人が同差額を返還していないことは、本件金員が、控

訴人が受託した役務に係る事務処理費用ではないことを端的に示すものである。 

また、控訴人は、課税かどうかの検討対象となっている金員の移動や役務の提供が、取

引全体から見て、消費税を課すべき消費支出といえるか、消費支出と対応する役務提供か

どうかという観点から検討することは必須であることを前提に、④のポイント相当額の支

払を不課税だとする以上、本件金員も不課税となると主張する。 

しかしながら、上記イのとおり、役務の提供等の取引が消費税の課税対象であるか否か

については、当該取引ごとに判断するものであるところ、別紙取引の概要記載の⑧の取引

と同④の取引は別の契約に基づく別の当事者間の取引であるから、本件金員の対価性の判

断において、④の取引が影響を与えるものでない。なお、④の取引が不課税である理由は、

将来的なポイント使用の原資として拠出されるものであることにあるのではなく、ＢがＡ

に対して何らかの役務の提供を行うからこそ支払われるものではないからである。なお、

控訴人の援用する「共通ポイント制度を利用する事業者（加盟店Ａ）及びポイント会員の

一般的な処理例」（国税庁タックスアンサーＮｏ．６４８０（注３））は、加盟店Ａとポ

イント運営会社であるＢ社との間の取引の課税取引該当性に関する国税庁の公的な見解を

示すものではなく、納税者に大まかな会計処理のイメージをつかんでもらうため、当該取

引が（実際に不課税取引に該当するか否かはともかく）不課税取引であることを前提とし

た会計処理例を示したものにすぎず、本件金員が本件ポイントを付与したことの「対価」

であるか否かを検討する際の参考になるものではない。 

したがって、上記控訴人の主張は理由がない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 消費税の仕組み及び性格 

消費税は、個別間接税制度が直面している諸問題を根本的に解決し、税体系全体を通ずる税

負担の公平を図るとともに、国民福祉の充実等に必要な歳入構造の安定化に資するため、消費

に広く薄く負担を求める租税として、昭和６３年に創設されたものであり（税制改革法（昭和
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６３年法律第１０７号）１０条１項）、事業者による商品の販売、役務の提供等の各段階にお

いて課税し、経済に対する中立性を確保するため、課税の累積を排除する方式によるものとさ

れ（同条２項）、また、事業者は、消費に広く薄く負担を求めるという消費税の性格に鑑み、

消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとされた（同法１１条１項）。 

消費税法は、事業を行う個人及び法人（事業者）が行った資産の譲渡等を消費税の課税対象

とし（４条１項）、この資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸

付け並びに役務の提供をいうものとしている（２条１項８号）。また、資産の譲渡等のうち同

法６条１項の規定により消費税を課さないとされるもの以外のもの（課税資産の譲渡等）に係

る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の額としている（２８条１項）。ただし、事

業者は、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供を受けた

もの（課税仕入れ）については、課税標準額に対する消費税額から、当該課税仕入れに係る消

費税額を控除することとしている（３０条）。 

以上のとおり、消費税等は、消費に広く薄く負担を求めるという観点から、ほとんど全ての

国内取引や外国貨物を課税対象として、一定の税率で課税される間接税として設定され、事業

者に負担を求めるのではなく、税金分は事業者の販売する物品やサービスの価格に上乗せされ

て次々と転嫁され、最終的には消費者に負担を求めるものとされ、生産、流通の各課程で多重

に課税されることを避けるため、売上に係る消費税額から仕入に係る消費税額を控除すること

により、税が累積しないような仕組みがとられている。 

上記のような消費税の仕組み及び消費税法の規定内容によれば、我が国の消費税は、消費そ

のものにではなく消費支出に担税力を求めて課税する、付加価値税の類型に属する多段階一般

消費税として規定されているということができる。 

２ 「対価」の意義 

上記のとおり、消費税は、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務

の提供（資産の譲渡等）を課税対象とし、課税資産の譲渡等の対価の額を課税標準として課さ

れるものであり、課税標準額に対する消費税額から当該課税仕入れに係る消費税額を控除する

ことにより、課税の累積を排除する仕組みがとられている。この課税の仕組みは、消費税が消

費そのものにではなく消費支出に担税力を求めて課税する、付加価値税の類型に属する多段階

一般消費税として規定されていることを反映したものである。このような消費税の性格及び課

税の仕組みからすれば、消費税法は、特別の規定がない限り無償取引を消費税の課税対象から

除外することとしているものと解されるのであり、同法２条１項８号にいう「対価を得て」と

は、資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に対して反対給付を受けることをいい、無償に

よる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供は資産の譲渡等に該当しないと解するのが相当で

ある（消費税基本通達５－１－２参照（乙１３の２）。なお、消費税法により廃止された物品

税法（昭和３７年法律第４８号）の下において、第二種の課税物品（自動車類、電気器具類、

家具類、時計類、飲料類等）に係る物品税の製造段階課税について、製造場からの移出という

事実を捉え、有償、無償を問わず、消費者が消費する以上税負担を求めるとの考え方から、全

て課税の対象とすることとされていた。同法３条２項、１１条１項２号参照。）。そして、資

産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供の機会に当事者間において金銭の授受がされた場合に

おいても、当該金銭の授受が当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供の反対給付として

の性質を有さず、当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に係る取引それ自体が無償取
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引に該当するものと認められるときは、法令に特別の規定がない限り、当該金銭の授受は資産

の譲渡及び貸付け並びに役務の提供の対価に該当せず、当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役

務の提供は消費税の課税対象とはならないものと解するのが相当というべきである。 

被控訴人は、消費税法２条１項８号にいう「対価を得て」とは、当該資産の譲渡若しくは貸

付け又は役務の提供がなければ当該経済的利益は収受されなかったであろうという条件関係が

あることが必要であり、かつ、それで足りるというべきである旨主張するが、以上説示した消

費税の性格及び課税の仕組みに鑑みると、資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供の機会に

収受される経済的利益と当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供との間に被控訴人の主

張するような条件関係が存するとしても、当該経済的利益が当該資産の譲渡若しくは貸付け又

は役務の提供の反対給付としての性質を有さず、当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提

供に係る取引それ自体が無償取引に該当する場合には、当該経済的利益の収受は資産の譲渡及

び貸付け並びに役務の提供の対価には該当せず、当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提

供は消費税の課税対象とはならないものというべきであって、被控訴人の上記主張を採用する

ことはできない。 

被控訴人は、消費税法２条１項８号括弧書きが「代物弁済による資産の譲渡その他対価を得

て行われる資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に類する行為として政令で定めるものを

含む。」と規定したのは、上記規定の委任を受けた消費税法施行令２条１項所定の各行為は、

解釈上、「対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」に該当するものの、

解釈上の疑義が生じるおそれがないとはいえないことから、「対価を得て行われる資産の譲渡

及び貸付け並びに役務の提供」に含まれることを念のため確認的に規定することにより立法的

解決を図ったものである旨主張するが、そのような解釈は文言上無理があるというべきであり、

仮に被控訴人の主張のとおり解する余地があるとしても、対価の意義についての上記説示を左

右するものではないというべきである。 

３ 本件金員の「対価」該当性 

（１）本件金員は、提携法人が付与する企業ポイントである提携ポイントを控訴人が付与する企

業ポイントである本件ポイントと交換した後に当該提携ポイントを付与した提携法人が控訴

人に支払った金員である。 

（２）一般に、企業ポイントは、企業が顧客の囲い込みや販売促進等のために販売促進費や広告

宣伝費を負担して発行し、利用者から対価を受け取ることなく無償で利用者に付与するもの

とされ、その法的性質については、ポイント発行企業と当該ポイントの付与を受ける利用者

との間の合意内容（企業ポイントプログラム）によって定まるものであるが、一定の条件の

下で当該ポイントを利用して財・サービスの提供等の経済的利益を受けることができるもの

とされている点において、一定の財産的価値を有するものとされている（乙１０、甲２８、

２９）。提携法人の提携ポイント及び控訴人の本件ポイントもその基本的な性格は上記と異

なるところがないと認められる。 

また、企業ポイントの交換は、交換元企業、交換先企業の双方が各自の企業ポイントの利

便性を向上させ、販売促進等を図ることを目的として行われるものであり、本件各提携契約

に基づく提携法人と控訴人との間のポイント交換も同様の目的で行われるものと認められる。

企業ポイントの交換の性格については、無償で発行されるポイント（交換元企業の企業ポイ

ント）を利用して別のポイント（交換先企業の企業ポイント）を得るものであり、利用者か
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ら対価を得ておらず、交換によって発行されるポイント（交換先企業の企業ポイント）も交

換元企業の企業ポイントと同様に無償で発行されるものであって、交換元企業の企業ポイン

トと性質が変わるものではないという考え方と、無償で付与された企業ポイントであっても

一定の財産的価値があり、利用者がその財産的価値を手放すことにより別の企業ポイントが

発行されるものであることから、新たに発行される交換先の企業ポイントは対価を得て発行

されるとする考え方があるとされる（甲２８、２９）。 

（３）引用に係る原判決第２の３の前提事実（２）、（３）によれば、控訴人と提携法人の間で

締結されている本件各提携契約に基づき提携ポイントを本件ポイントに交換するポイント交

換の内容は、①ポイント交換は、双方会員が保有する提携ポイントを月ごとに集計する都度

（Ｉの提携ポイント）又は双方会員から提携法人に対して本件ポイントへの交換の意思表示

がされる都度（その余の提携法人の提携ポイント）行われる、②当該提携法人からポイント

交換が行われた提携ポイント数等の通知を受けた控訴人は、当該双方会員に対し、当該提携

ポイント数を基に原判決添付別紙２の「交換比率」欄記載の割合により算出した数の本件ポ

イントを付与する、③控訴人は、当該ポイント交換を通じて付与された本件ポイントについ

て、当該双方会員に対し、本件加盟事業者における商品購入等によって付与された本件ポイ

ント及び当該提携法人以外の提携法人の提携ポイントにつきポイント交換により交換されて

付与された本件ポイントと合算、集計し、他の本件ポイントと一体として貯えた上、他の本

件ポイントと区別、区分することなく、本件ポイントサービスの対象とする、④上記①、②

のポイント交換に係る提携法人は、当該ポイント交換後、控訴人に対し、当該ポイント交換

を通じて付与された本件ポイントの数を基に、原判決添付別紙２の「本件ポイントの交換に

伴う支払額」欄記載の割合（いずれの提携法人についてもポイント交換により控訴人が付与

した本件ポイント１ポイント当たり０．１円の割合）により算出した額の金員（本件金員）

を支払う、というものである。 

また、本件ポイントサービスの内容は、Ｆ会員に係る本件後払決済額（Ｆ会員がポストペ

イによりＦを利用した場合にＨが本件加盟交通事業者等又は本件加盟事業者に対し当該利用

に係る旅客運賃等又は商品購入代金等を立替払いした金額を月ごとに集計した金額）のうち

所定の地区内において利用した鉄道等の旅客運賃に係るものに関し、控訴人からＨに対する

立替払請求額及びＨから当該Ｆ会員に対する支払請求額について、月ごとに集計される本件

ポイントが当該Ｆ会員について５００ポイント貯まったときに、当該支払請求額をいずれも

当該旅客運賃額から５０円を控除（本件ポイント還元）した後の額とするというものである。 

（４）上記事実によれば、本件各提携契約に基づき控訴人と提携法人との間で行われるポイント

交換は、提携法人が双方会員に付与した提携ポイントを控訴人の本件ポイントに交換するこ

とにより、双方会員をして、ポイント交換をしなければ当該提携法人の企業ポイントプログ

ラムによって本件ポイント還元のような財・サービスの提供等の経済的利益を受け得たとこ

ろを、その代わりに、控訴人の企業ポイントプログラムの対象に組み込むことにより、控訴

人の企業ポイントプログラムに基づくポイント還元（本件ポイント還元）を受けさせるもの

ということができる。ところで、企業ポイントはこれを発行する企業によって無償で利用者

に付与され、当該企業の企業ポイントプログラムの範囲内で当該企業の経済的負担によりそ

の利用者に対して本件ポイント還元のような財・サービスの提供等が行われるものであり、

提携法人の提携ポイント及び控訴人の本件ポイントもこれと異なるところはないと認められ
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るから、提携法人が双方会員に付与した提携ポイントが本件ポイントに交換された場合につ

いても、提携ポイントを付与した目的からすれば、提携ポイントの利用に代わる本件ポイン

ト還元に係る経済的負担は控訴人ではなく当該提携法人が負わなければならないはずである

（本件ポイントと交換することにより控訴人の企業ポイントプログラムによる本件ポイント

還元を受けることができることが、当該提携法人の経済的負担による当該提携ポイントの利

用者（会員）対する財・サービスの提供等の一つとして、当該提携法人の企業ポイントプロ

グラムに組み込まれているということもできる。）。そうであるところ、上記事実によれば、

提携法人がポイント交換において控訴人に支払う本件金員の額は、ポイント還元により控訴

人が双方会員に付与した本件ポイントに係る本件ポイント還元額に等しくなるように定めら

れているのであり、しかも、双方会員がポイント交換によらずに控訴人から付与された本件

ポイントとポイント交換により付与された本件ポイントとで本件ポイント還元において異な

った取扱いはされていないというのである。 

これらの事実からすれば、本件各提携契約に基づく提携法人の控訴人に対する本件金員の

支払は、ポイント交換に係る提携ポイントを発行した者としてその利用に係る経済的負担を

負うべき立場にある提携法人が、本件ポイント還元を行う控訴人のために、その原資を提供

する行為にほかならないというべきであり、本件金員は、控訴人が本件各提携契約に基づい

て双方会員に付与した本件ポイントにつき本件ポイント還元を行うための原資としての性格

を有するものというべきであって、本件金員に本件ポイント還元に係る原資以外の性格ない

し要素を見いだすことはできない。そして、本件各提携契約に基づくポイント交換に当たり、

提携法人と控訴人との間で本件金員の支払以外に交換手数料その他の金銭の授受等も一切さ

れていないというのである。 

そうであるとすれば、本件各提携契約に基づく提携法人と控訴人との間のポイント交換は、

無償取引というべきであり、控訴人は、本件各提携契約に基づき、提携法人に対し、本件ポ

イントへの交換の意思表示をするなどした双方会員に対して控訴人の企業ポイントプログラ

ムの対象に組み込むことを目的として本件ポイントを付与するという役務を無償で提供し、

提携法人は控訴人の企業ポイントプログラムによる本件ポイント還元に係る原資の提供とし

て本件金員を控訴人に支払うものであって、本件金員が控訴人が本件各提携契約に基づき提

携法人に対して行う上記役務の提供の反対給付としての性質を有するとみるのは困難という

べきである。 

なお、提携法人と控訴人との間の本件各提携契約における提携ポイントと本件ポイントと

の交換比率は原判決添付別紙２の「交換比率」欄記載のとおりであるところ、一般に、交換

比率はポイントの魅力度の力関係や市場環境、ポイント交換に係る各企業の収益状況等によ

って定められるものとされている（乙１０）が、交換先企業（本件における控訴人）がその

ポイントの利用に対して提供する財・サービス等（本件における本件ポイント還元）の原資

の額に見合う金員のみを交換元企業が支払う限り、当該金員は原資としての性格を有するに

すぎず、交換比率の異同により当該ポイント交換に係る取引の無償取引としての性格に異同

を来すものではないというべきである。 

そうすると、交換先企業（本件における控訴人）は、無償で交換元企業（本件における提

携法人）の企業ポイントプログラム会員に対し交換先企業の企業ポイント（本件における本

件ポイント）を付与する役務を提供することになるが、ポイント交換により交換先企業の企
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業プログラム会員（本件におけるＦ会員）のポイント取得手段が拡充し、交換先企業の発行

する企業ポイント（本件における本件ポイント）プログラムの利便性や魅力が高まることに

より、顧客を誘引し囲い込むという販売促進効果が得られるから、交換先企業にとってもこ

のような無償取引を行う経済的合理性があるといえる。 

他方、交換元企業（本件における提携法人）は、交換先企業（本件における控訴人）との

間でポイント交換を行うことができるものとすることで、自らのポイントプログラムの特典

が増え、自らのポイント会員に対するサービスが拡充し、ポイントプログラムの魅力が高ま

ることによって、自らの顧客を更に獲得していくとともに、交換先企業のポイント会員を自

らの顧客として誘引し、囲い込むという販売促進効果が得られる。しかし、控訴人が、本件

各提携契約に基づき、提携法人に対し、本件ポイントへの交換の意思表示をするなどした双

方会員に対して控訴人の企業ポイントプログラムの対象に組み込むことを目的として本件ポ

イントを付与するという役務を提供する義務を負い、これを履行することにより、提携法人

は上記のような販売促進効果が得られるとしても、本件金員がポイント交換により双方会員

が組み込まれた控訴人の企業ポイントプログラムによる本件ポイント還元に必要な原資の額

に見合うものである限り、本件金員は本件ポイント還元の原資としての性格を有するにすぎ

ないのであって、本件ポイント還元を目的とするポイント交換により提携企業が上記のよう

な販売促進効果を得ることをもって、本件金員について本件各提携契約に基づく控訴人の提

携法人に対する上記役務の提供に反対給付としての性質を根拠付けることもできず、また、

本件各提携契約に基づく提携法人と控訴人との間のポイント交換に係る取引の有償性を根拠

付けることもできないというべきである。 

また、上記（２）のとおり、企業ポイントの交換の性格については、無償で付与された企

業ポイントであっても一定の財産的価値があり、当該企業ポイントの会員である利用者がそ

の財産的価値を手放すことにより別の企業ポイントが発行されるものであることから、新た

に発行される交換先の企業ポイントは対価を得て発行されるとする考え方があるとされるも

のの、この考え方は、企業ポイントそれ自体の財産的価値に着目して当該企業ポイントの交

換に係るポイント会員の視点から当該ポイント交換の性格を論じたものにすぎず、企業ポイ

ント発行主体である提携法人と控訴人との間の本件各提携契約に基づくポイント交換に係る

取引の有償性ないし授受される金員（本件金員）の反対給付としての性質を直ちに根拠付け

るものということはできない。 

また、引用に係る原判決第２の３の前提事実（２）及び（３）によれば、本件ポイントの

有効期限は月ごとに集計された当該集計月の２年後の３月末日とされ、これを経過すると失

効するものとされており、双方会員が提携ポイントとの交換により取得した本件ポイントに

ついても異なるところがないと認められるところ、弁論に全趣旨によれば、本件金員のうち

失効ポイントに相当する部分については、控訴人から提携法人に対して返還されていないも

のと認められ、控訴人の収益として計上されていると推認される（甲３７）。しかし、そも

そも、提携法人と控訴人との間のポイント交換は、本件ポイント還元を目的として、双方会

員の意思表示により（Ｉを除く提携法人の場合）又は自動的に（Ｉの場合）行われるもので

あり、ポイント交換後に本件ポイント還元がされることが前提とされているのであって、本

件金員のうち失効ポイントに相当する部分が控訴人から提携法人に対して返還されていない

というのであれば、ポイント交換後の本件ポイントの失効は本件各提携契約において不正規
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な事態として位置付けられ、本件金員の額にも織り込まれていないものと合理的に推認され

るから、交換後の本件ポイントの失効が半ば不可避的に生じ、本件金員のうち失効ポイント

に相当する部分が控訴人の収益となっているとしても、これをもって本件金員の本件ポイン

ト還元に係る原資としての性格が左右されるものではないというべきである。 

（５）以上検討したところによれば、本件各提携契約に基づく提携法人と控訴人との間のポイン

ト交換は、無償取引というべきであり、本件金員が控訴人が本件各提携契約に基づき提携法

人に対して行う役務の提供、すなわち、本件ポイントへの交換の意思表示をするなどした双

方会員に対して控訴人の企業ポイントプログラムの対象に組み込むことを目的として本件ポ

イントを付与するという役務の提供の反対給付としての性質を有するとみるのは困難という

べきであるから、本件金員は消費税法２条１項８号にいう「対価」に該当せず、これを消費

税の課税標準とすることはできない。 

なお、本件各提携契約に係る業務提携契約書等には本件金員について「ポイント付与の対

価」、「ポイントの対価」等と記載されているものもあるが（甲１３の３、４、１４の１、

１９の１、２、２０の１、２）、本件金員の額がポイント還元により控訴人が双方会員に付

与した本件ポイントに係る本件ポイント還元額に等しくなるように定められており、ポイン

ト交換によらずに控訴人から付与された本件ポイントとポイント交換により付与された本件

ポイントとで本件ポイント還元において異なった取扱いがされていない限り、契約書におい

てこのような文言が使用されているとしても、本件金員は本件ポイント還元に係る原資とし

ての性格を有するにすぎず、これをもって本件ポイント付与の反対給付としての性質を根拠

付けることはできないというべきである。 

（６）被控訴人は、対価性の有無は、役務の提供と経済的利益の収受との間に条件関係があるか

否かによって判断すべきであり、本件金員は、本件各提携契約に基づき、控訴人が本件ポイ

ントを付与するという役務を提携法人に提供した場合に提携法人から控訴人に支払われるも

のであるから、当該役務の提供があることを条件として当該経済的利益が収受されたという

ことができ、したがって、本件金員はその趣旨いかんにかかわらず本件ポイントサービスの

対象に組み込むことの一環として双方会員に本件ポイントを付与するという役務を提携法人

に提供したことの対価である旨主張する。しかし、役務の提供等の機会に収受される経済的

利益と当該役務の提供等との間に被控訴人の主張するような条件関係が存するとしても、当

該経済的利益が当該役務の提供等の反対給付としての性質を有さず、当該役務の提供等に係

る取引それ自体が無償取引に該当する場合には、当該経済的利益の収受は当該役務の提供等

の対価には該当せず、当該役務の提供等は消費税の課税対象とはならないものと解するべき

ことは、上記２において説示したとおりであって、被控訴人の上記主張は、その前提におい

て採用することができない。 

なお、国税庁タックスアンサーＮｏ．６４８０（注３）の「共通ポイント制度を利用する

事業者（加盟店Ａ）及びポイント会員の一般的な処理例」によれば、加盟店Ａがポイント運

営会社（Ｂ社）に支払うポイント相当額の支払について、「加盟店（Ａ）とポイント制度の

運営企業（Ｂ社）との取引については、対価性がないこと（消費税不課税）を前提とした処

理としている。ポイント制度の規約等の内容によっては、消費税の課税取引に該当するケー

スも考えられる。」旨の注記がされており（甲３０）、当該記述部分を素直に読む限り、加

盟店Ａからポイント運営会社Ｂ社に対するポイント相当額の支払について原則として消費税



17 

が課税されないことが表明されていると解されるところ、被控訴人の上記主張によれば、ポ

イント運営会社（Ｂ社）のポイント会員に対するポイント付与とポイント相当額の支払との

間には条件関係があるから、上記ポイント相当額の支払はポイント運営会社（Ｂ社）のポイ

ント会員に対するポイント付与の対価に該当することとなって、上記タックスアンサーにお

ける記述と整合しない（なお、公正取引委員会の令和２年６月付け「共通ポイントサービス

に関する取引実態調査報告書」（甲３７）においても、加盟店が消費者に対してポイントを

付与した際にそのポイントが使用されたときの精算費用として加盟店が共通ポイントサービ

ス運営事業者に対して支払う金銭を「ポイント原資」というとした上、ポイント原資につい

ては、基本的にポイント精算に充てられるものであり、運営事業者の収益とはならないとし

ている。）。 

また、本訴において、被控訴人は、別紙取引の概要について、加盟店Ａのポイント運営会

社（Ｂ社）に対するポイント相当額の支払（④の取引）について、Ｂ社が加盟店Ａから受領

する金員が、将来、加盟店Ａや他の加盟店においてポイントが使用された場合に備えて、そ

の原資として加盟店ＡがＢ社に拠出するものなど、Ｂ社が加盟店Ａに対して何らかの役務の

提供を行うからこそ支払われるものではない場合等には、Ｂ社が加盟店Ａから受領する金員

は消費税の課税対象とはならないが、本件金員の支払に相当するＢ社から控訴人に対する本

件ポイントの付与に伴う金員の受領（⑧の取引）については、控訴人が本件ポイントサービ

スの対象に組み込むことの一環として双方会員に本件ポイントを付与するという役務を提供

したことの「対価」であるから、消費税の課税対象となるという趣旨の主張をしているが、

Ｂ社は双方会員に対する提携ポイントの付与（③の取引）という役務を加盟店Ａに対して提

供しているはずであり、他方で、⑧の取引において本件ポイントの付与（⑦）に伴う金員

（本件金員に相当）も将来本件ポイント還元がされた場合に備えてその原資としてＢ社が控

訴人に提供するものであるから、被控訴人の上記主張は整合性に欠けるものというべきであ

る。 

被控訴人は、消費税の納税義務の成立時期に鑑みると、役務の提供等の取引が消費税の課

税対象であるか否かの判断は、当該取引ごとに行うものであり、我が国の消費税において多

段階一般消費税が採用されていることに鑑みても、上記判断は当該取引ごとに行うべきもの

であるところ、⑧の取引は本件各提携契約に基づく控訴人と提携法人との間の取引であり、

他方、④の取引は別の契約に基づく別の当事者間の取引であるから、⑧の取引における金員

（本件金員に相当）の対価性の判断において④の取引が影響を与えることはない旨主張する

が、④の取引と⑧の取引を別個の取引であることを当然の前提として各別に検討しても、対

価性の有無は役務の提供と経済的利益の収受との間に条件関係があるか否かによって判断す

べきであるとする被控訴人の主張による限り、④の取引における加盟店ＡからＢ社に対する

ポイント相当額の支払はＢ社の双方会員に対する提携ポイントの付与（③の取引）という役

務の提供があることを条件として行われるものというべきであるから、⑧の取引における本

件ポイント還元額相当額の支払が控訴人の双方会員に対する本件ポイントの付与（⑦の取引）

という役務の提供があることを条件として行われることと、条件関係の有無において何ら異

なるところはないはずであり、被控訴人の上記主張が整合性に欠けることに対する説明とな

るものではない。かえって、本件金員に相当する⑧の取引における金員は、本件ポイント還

元額相当額として、控訴人のポストペイ及びＨによる決済代行制度を通じて、双方会員の私
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鉄各社等（本件加盟交通事業者等）に対する運賃の一部に充当されるところ（⑨ないし⑬の

取引）、上記金員（本件金員）が消費税の課税対象になるとすれば、私鉄各社等（本件加盟

交通事業者等）の双方会員に対する役務の提供の対価としての運賃等のうち本件ポイント還

元に係る部分について、重ねて消費税が課される結果になるところ、このような課税関係は、

消費税の付加価値税としての性格と相容れないものというべきである。 

（７）以上のとおり、本件金員は消費税法２条１項８号にいう「対価」に該当せず、これを消費

税の課税標準とすることはできない。 

４ 結論 

上記３において説示したとおり、本件金員は消費税法２条１項８号にいう「対価」に該当せ

ず、これを消費税の課税標準とすることはできないから、本件金員を本件各課税期間の消費税

の課税標準である課税資産の譲渡等の対価の額に算入することはできず、本件金員が課税資産

の譲渡等の対価の額に算入されないこと等を理由としてした本件各更正の請求につき南税務署

長がした更正をすべき理由がない旨の各通知処分（本件各通知処分）のうち、本件金員が課税

資産の譲渡等の対価の額に算入されることを理由とする部分は、違法というべきであり、本件

各通知処分（上記各通知処分のうち南税務署長が平成２９年５月３０日付けでした更正処分に

より減額された後のもの。）のうち上記部分は、違法として取消しを免れない。 

以上によれば、控訴人の本訴請求はいずれも理由があるからこれを認容すべきであり、本件

控訴は理由がある。 

よって、本件控訴に基づき原判決を取り消した上控訴人の本訴請求を全部認容することとし

て、主文のとおり判決する。 

大阪高等裁判所第７民事部 

裁判官 善元 貞彦 

裁判官 栩木 有紀 

裁判長裁判官西川知一郎は、填補のため署名押印できない。 

裁判官 善元 貞彦 



別紙１－１ 

19 

     〇本件ポイントの付与をめぐる一連の取引の概要

ポイント付与時 

⑤提携ポイントを本件ポイントに 

 交換することを求める意思表示 

《仕訳なし》 

【双方会員】 

※【双方会員】は 

同一人物である。 

受領（税込110円）《課税》 

ポイント交換時

⑩運賃等（⑨）立替払 

 （220円）《不課税》 

ポイント使用時 

⑦本件ポイントの付与（1,100P） 

≪仕訳なし≫ 

 相当額（⑫）支払（100円）《不課税》 

（使用期限切れは失効する） 

 ⑬本件ポイント還元額 

⑨Fを利用して鉄道等に乗車 

(税込220円)《課税》 

500P 

⇒50円 

使用期限有 

⑪運賃等相当額受領 

(220円)《不課税》

【Ｈ】

F 

⑪決済代行手数料 

支払《課税》 

F

求償権（220円）

⑧本件ポイントの付与（⑦）に伴う金員 

・差し引き支払額（120円）

⑫運賃等相当額支払債務（220円）《不課税》 

 ・本件ポイント還元額（1,000P） 

を使用（100円相当） 

【双方会員】

【控訴人】

①商品販売（税込み11,000円）《課税》【双方会
員】

②代金支払（11,000円）

④ポイント相当額支払

（110円）《不課税》

【ポイント運営会社（B社）】

③提携ポイントの付与 

（１１０P）《仕訳なし》

⑥双方会員から意思表示
  があった旨の情報を通知 

《仕訳なし》

【加盟店A】

提携カード等 
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令和●●年（○○）第●●号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求控訴事件 

判決要旨 

本件は、交通系ＩＣカード「Ｆ」（Ｆ）を発行し、その利用契約を締結した会員（Ｆ会員）に

対し累積したポイント数に応じて決済代金から割引を受けるポイント還元等の企業ポイントプロ

グラムのサービスを提供する控訴人が、Ｆ会員で、かつ、控訴人との間で提携契約（本件各提携

契約）を締結した法人（提携法人）の企業ポイントプログラムの会員でもある者（双方会員）に

対し、本件各提携契約に基づき、提携法人が付与した企業ポイントを控訴人の企業ポイント（本

件ポイント）に交換（ポイント交換）し、ポイント交換後に当該提携法人が控訴人に支払ったポ

イント還元額に相当する金員（本件金員）を、消費税の課税標準である課税資産の譲渡等の対価

の額に算入して確定申告をしたが、後にこれを改め、本件金員が課税資産の譲渡等の対価の額に

算入されないとして更正の請求したところ、更正をすべき理由がない旨の通知処分がされたため、

本件金員が課税資産の譲渡等の対価の額に算入されないと主張して、上記通知処分の一部取消し

を求める事案である。 

消費税は、事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供（資産の譲

渡等）を課税対象とし、課税資産の譲渡等の対価の額を課税標準として課されるものであり、課

税標準額に対する消費税額から当該課税仕入れに係る消費税額を控除することにより、課税の累

積を排除する仕組みがとられている。この課税の仕組み及び消費税法の規定内容によれば、我が

国の消費税は、消費そのものにではなく消費支出に担税力を求めて課税する、付加価値税の類型

に属する多段階一般消費税として規定されているといえる。このような消費税の性格及び課税の

仕組みからすれば、消費税法は、特別の規定がない限り無償取引を消費税の課税対象から除外す

ることとしているものと解されるのであり、同法２条１項８号にいう「対価を得て」とは、資産

の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に対して反対給付を受けることをいい、無償による資産の

譲渡及び貸付け並びに役務の提供は資産の譲渡等に該当しないと解するのが相当である。そして、

資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供の機会に当事者間において金銭の授受がされた場合に

おいても、当該金銭の授受が当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供の反対給付としての

性質を有さず、当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に係る取引それ自体が無償取引に

該当するものと認められるときは、法令に特別の規定がない限り、当該金銭の授受は資産の譲渡

及び貸付け並びに役務の提供の対価に該当せず、当該資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供

は消費税の課税対象とはならないものと解するのが相当というべきである。 

本件各提携契約に基づき控訴人と提携法人との間で行われるポイント交換は、提携法人が双方

会員に付与した提携ポイントを控訴人の本件ポイントに交換することにより、双方会員をして、

ポイント交換をしなければ当該提携法人の企業ポイントプログラムによって経済的利益を受け得

たところを、その代わりに、控訴人の企業ポイントプログラムに基づくポイント還元（本件ポイ

ント還元）を受けさせるものということができる。企業ポイントは、これを発行する企業によっ

て無償で利用者に付与され、当該企業の企業ポイントプログラムの範囲内で当該企業の経済的負

担によりその利用者に対して財・サービスの提供等が行われるものであり、提携ポイントが本件

ポイントに交換された場合についても、提携ポイントを付与した目的からすれば、提携ポイント

の利用に代わる本件ポイント還元に係る経済的負担は、控訴人ではなく当該提携法人が負わなけ
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ればならないはずである。そうであるところ、提携法人がポイント交換において控訴人に支払う

本件金員の額は、ポイント還元により控訴人が双方会員に付与した本件ポイントに係るポイント

還元額に等しくなるように定められているのであり、しかも、双方会員がポイント交換によらず

に控訴人から付与された本件ポイントとポイント交換により付与された本件ポイントとで本件ポ

イント還元において異なった取扱いはされていないというのである。 

これらの事実からすれば、本件各提携契約に基づく提携法人の控訴人に対する本件金員の支払

は、ポイント交換に係る提携ポイントを発行した者としてその利用に係る経済的負担を負うべき

立場にある提携法人が、本件ポイント還元を行う控訴人のために、その原資を提供する行為にほ

かならず、本件金員は、控訴人が本件各提携契約に基づいて双方会員に付与した本件ポイントに

つき本件ポイント還元を行うための原資としての性格を有するものというべきであって、本件金

員に上記ポイント還元に係る原資以外の性格ないし要素を見いだすことはできない。そして、本

件各提携契約に基づくポイント交換に当たり、提携法人と控訴人との間で本件金員の支払以外に

交換手数料その他の金銭の授受等も一切されていないというのである。 

そうであるとすれば、本件各提携契約に基づく提携法人と控訴人との間のポイント交換は、無

償取引というべきであり、控訴人は、本件各提携契約に基づき、提携法人に対し、本件ポイント

への交換の意思表示をするなどした双方会員に対して控訴人の企業ポイントプログラムの対象に

組み込むことを目的として本件ポイントを付与するという役務を無償で提供し、提携法人は控訴

人の企業ポイントプログラムによる本件ポイント還元に係る原資の提供として本件金員を控訴人

に支払うものであって、本件金員が控訴人が本件各提携契約に基づき提携法人に対して行う上記

役務の提供の反対給付としての性質を有するとみるのは困難というべきである。したがって、本

件金員は消費税法２条１項８号にいう「対価」に該当せず、これを消費税の課税標準とすること

はできない。 

以上によれば、本件金員を消費税の課税標準である課税資産の譲渡等の対価の額に算入するこ

とはできず、本件金員が課税資産の譲渡等の対価の額に算入されないこと等を理由としてした更

正の請求につきされた更正をすべき理由がない旨の通知処分のうち、本件金員が課税資産の譲渡

等の対価の額に算入されることを理由とする部分は、違法というべきである。 


